
 

『Ｒ４年度税制改正大綱（10） 住宅取得資金贈与が変更・延長』 
 

 資産課税では、直系尊属から住宅取得資金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税措置が下記の

通り変更のうえ２年間延長される。高齢世代が保有する資産の移転を促し、経済の活性化を期待するも

の。 

 １）非課税限度額は、取得等に係る契約の締結時期に関わらず、省エネ等住宅で１，０００万円、それ以

外の住宅で５００万円となった。震災特例法の省エネ等住宅については、いずれも据え置かれる。（省エ

ネ等住宅とは、〇省エネ性〇耐震性〇バリアフリー性、のいずれかが高い住宅） 

 ２）適用の対象となる既存住宅の要件では、築年数要件が廃止される一方で、新耐震基準に適合して

いる住宅用家屋であることが加えられる。（登記簿上の建築日付が１９８２年１月１日以降の家屋は、同基

準に適合しているとみなす） 

 ３）成年年齢を引き下げる民法の改正に合わせ、受贈者の年齢要件も１８歳

以上に引き下げる。（本年４月１日以後適用） 

 ４）２年間の延長及び上記２）、３）は、相続時精算課税制度の特例措置及び

震災特例法の贈与税の非課税措置も同様とする。 

 なお、改正前は消費税率により非課税限度額が区分され、消費税等が課さ

れない個人間売買等には考慮を要したが、改正後は消費税率によらず一律

の限度額となる。 

 

『平均の労働力調査結果公表 正規職員は７年連続増加』 
 

 総務省が公表した令和３年平均の「労働力調査」によると、役員を除く雇用者５６２０万人のうち、正規

の職員・従業員は３５５５万人となり、対前年比２６万人増となったことがわかった。正規職員等について

は、これで７年連続の増加となった。一方、非正規の職員・従業員は２０６４万人で、こちらは対前年比２

６万人の減。非正規の職員等の減少は２年連続となる。単純に数字だけを見ると、減少した非正規の職

員等２６万人が正規の職員等に移行したかのようだ。 

 非正規の職員・従業員が現在の雇用形態を選択した理由としては、「自分の都合のよい時間に働きた

いから」が６５４万人となり、対前年比３５万人増となった。一方、「家計の補助・学

費等を得たいから」は３８５万人で同１０万人の減少。「正規の職員・従業員の仕

事がないから」は２１４万人で同１６万人減少している。 

 昨年４月１日から、中小企業においても同一労働同一賃金を求めるパートタイ

ム・有期雇用労働法が適用されている。それにより、同一企業内において、正規

職員と非正規職員については雇用形態を理由とした不合理な待遇格差の解

消が必要となっている。企業としても非正規雇用のあり方をあらためて検討する

必要があるだろう。 

出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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